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かかわらず、推計モデルが first-order Markov process のような前期の状態のみに依
存するものになってしまっているという問題点がある。この問題点を避けるために
は、m-th order Markov process と duration model を組み合わせた推計モデルを作っ
て推計すべきではないか、という議論がでた。また、推計している probit model の
被説明変数に関しても本省の外部に出て課長になる事象と本省の内部でも外部でも
課長になっていない事象という二つの異なる事象をひとくくりにしてしまっている
という問題点も指摘された。 
さらに、第３章では官職ランクを使って計量経済学的な手法で分析しているのに
対し、第４章では部署の違い等まで考慮したジョブ・バリューを定義することによ
り記述統計的な分析は行っているが、計量経済学的な分析まで踏み込んでいないと
いう問題点がある。ただし、この点に関しては、小嶋氏は共著ではあるが別の英語
論文においてジョブ・バリューを使った計量経済学的な分析に拡張しているので、
今後の発展を期待したい。 
以上、論文内容にはいくつか改善すべき問題点があるが今後の発展が見込める内
容であり、また、政府組織の内部市場とガバナンスに対する人材配置の役割を出向
に焦点を当てることにより理論的実証的に明らかにしている点は他に類例がなく大
きな貢献であるといえる。よって本論文は、博士(経済学)の学位論文として価値が
あるものと認める。したがって、平成２８年１月２７日論文内容とそれに関連した
口頭試問を行った結果合格と認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
  
